























（同法 107条）であり、都道府県は市町村の支援 （同法 108条）の役割をに
なう 。ただし条文では、策定は自治体の任意だが (2016年同法改正により
158 社会福祉の構造転換と市町村「地域福祉計画」 (185) 
2018年4月から努力義務となる）、策定状況をみれば策定実績はけっして
























































160 社会福祉の構造転換と市町村「地域福祉計画」 (183) 
させるために必要な措置を講じ、その内容を公表する」と規定している。







































の言葉では「地域福祉の主流化」）は、 i) 地域組織化 (1960年代）、i)
在宅福祉 (1970年代）、 ii)住民参加型福祉 (1980-1990年代前半）、 iv)
利用者主体 (1990年代後半）の展開を累積的に集大成し再定義したものと





















































































































































































































































































































































































































































(168) 神奈川法学第 51巻第 1号 2018年 175 
4つ目は地域福祉計画と地域包括ケアとの関係である。地域包括ケア
(2014 年に法制化）は 2 つの考え方—臨床レベルに よ る統合的ケア
(Integrate care)と、できるだけ地域の中で地域とのつながりを保ちなが
らケアする こと (Communitycare)を合成した地域包括ケア (the
Community based Integrate care)が基礎になっているという（本稿第 7
節「実務担当者ヒアリング」参照）。またケアは 5つの構成要素（医療・看






















176 社会福祉の構造転換と市町村「地域福祉計画」 (167) 
6 2016年の社会福祉法改正と地域福祉計画
(1) 自立イメージの分裂

























(166) 神奈川法学第 51巻第 1号 2018年 177 
た、この社会福祉法改正と連動するかたちで、強化検討会の「最終まとめ」
は地域共生社会のイメージをつぎの 3点、 i)個人の尊厳、多様性を認め

























178 社会福祉の構造転換と市町村「地域福祉計画」 (165) 
(2) 地域共生社会と地域福祉計画
政府のいう地域共生社会に関し、地域福祉 （計画）との関わりで特にポ















































































































































































184 社会福祉の構造転換と市町村「地域福祉計画」 (159) 



























































186 社会福祉の構造転換と市町村「地域福祉計画」 (157) 
合的なケア）と、 Communitycare（できるだけ地域の中で地域とのつ
ながりを保ちながらケアすること）の2つの要素があり 、2つの考え










































































































































































〈公〉による 〈私〉の支配を許してしまう 。未完のビジョンである 〈自治〉
を単なる抽象ではなく現実の側に引き寄せるには、二重の参加回路をより
強くするためのプログラムを計画に組み入れておく必要がある。だが地域














































l)厚生労働省「市町村地域福祉計画策定状況等の調査結果概要」 (2017年 4月 1日
現在）。













（一人ひとりの地域住民への訴え）」。 同 「指針」は 2000年の社会福祉法に基づく
市町村・都道府府県の計画策定のガイダンスになっている（厚労省社会保障審議
会福祉部会、 2002年 1月）。

























作為へ向けて」（千葉大学法学論集、 第26巻第 1・2号／ 2011年 9月）から示唆を
うけた。また、地方分権改革推進の母体となった地方分権推進委員会「最終報告」









13)西尾勝 「行政学の基礎概念j（第 10章 「自治」）。（東京大学出版局、1990年 3月）
参照。
14)右田、前掲、 p.22-23参照。
15) 自治基本条例制定の市町村は 2017年 3月末現在で 365(NPO法人公共政策研究
所調べ）。議会基本条例は道府県、 市区町村全体で 797自治体 (2017年 3月末現
(148) 神奈川法学第51巻第 1号 2018年 195 
在、自治体議会改革フォーラム調べ）。
16)厚労省、前掲指針、「はじめに」での記述。











































分を補い合いつつ 、 自 • 他の自立をたかめ、また、 潤いのある豊かな社会を築く基
































29)ニッポン一億総活躍プランは新3本の矢― ①強い経済 (2020年に GDPを600
兆円に）、②子育て支援 （合計特殊出生率を1.8に回復）、③社会保障 （介護離職ゼ
ロに）を受けたもの。なお「地域共生社会の実現」は③の介護離職ゼロのプログ




32)政府の新「高齢社会対策大網」 (2018年2月 16日）はエイジ レス社会をうたい、
高齢者もなるべ く強い個人と して長く働きつづけ、経済成長の支えてにまわって
もらうことを強調する 内容にな っている（「朝 日新聞」2018.2.17付）。
33)「看取りの文化」という 言葉は、訪問診療のさきがけの 1人である医師（新田國
夫氏） があるシンポジウムで語った報告から示唆をえた（矢島床子・新田國夫 • 佐











出る。最近では札幌市で 1人が死亡する惨事があった (2018年 1月）。 こうした
事故から、 無届け施設等の批判では片付かない、制度の狭間におかれ行き場のな
い人たちへの支援を民間の善意に頼っている公的制度の限界が透けて視える。こ
うした問題への関係者の発言の一つとして、 「朝日新聞」2018.2.17付けのオビニ
オン＆フォーラム欄があり、参照した。
38)湯浅、前掲、 p.117-119参照。
39)柳田邦男『終わらない原発事故と「日本病」』（新潮文庫、 2014、p.175-179)参照。
40)阿部 「前掲書J[2014]、p.95、p.175-179参照。
41)湯浅は 「「なんとかする」子どもの貧困」（角川新書、 2017)で、子ども食堂や学
習支援の事例をもとに、居場所の核は 〈時間〉ではないか、と述べている。一緒に
過ごす時間が子どもの内部に「何か」を溜め、新たなエネルギーを引き出す源泉
となる事例を多く紹介している。「看取りの文化」 でも 〈時間〉が重視される。本
稿で繰り返し述べてきた贈与と 返礼を基調とする可塑的な時間の流れに通じる指
摘だが、こうした時間づくりは中間媒介者の大事な役割の一つであることが確認
できる。
42)櫻井純理 「豊中市における就労支援政策の概要」（櫻井純理他編著 「就労支援を
問い直すー自治体と地域の取り組み」所収、勁草書房、 2014)参照。
43)現代社会における〈市民〉概念については、松下圭一 「〈市民〉的人間型の現代的
可能性」（「戦後政治の歴史と思想j(1994年 9月、ちくま学芸文庫、所収）を参照。
